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固定し、急激な価格変動が生じないようにしている例もある。これらは、原木の取扱量と
価格が安定し、直送により流通コストを低減できるなど、工場と林業経営体の双方でメ
リットがある取組となっている。また、このような取組の中で、原木供給側の価格交渉力
が高まるケースもある。

このような安定供給体制構築に向けた取組の取りまとめ役としては、川上側が中心とな
る場合だけでなく、川中の木材市売市場＊62等の流通事業者や製材工場等の木材加工業者
が中心となる場合もある。

木材市売市場が中心となる場合は、市場のコーディネートにより山土場等から製材工場
等に直送することに加え、従来の市場機能を活用し、優良材の競り売りや小口製材工場等
へのきめ細かな供給も可能としている例も見られる。

製材工場等が中心となる場合は、個々の林業事業体から安定的な価格で原木を買い取る
などして集荷・選別し、用途に応じて自社又は提携工場等に供給している例もある。集荷
は森林組合等が担い、選別を製材工場が行うというような連携も見られる。
（素材生産者から工場への直送量の増加）

原木の安定供給体制が構築される中で、山土場や中間土場等から製材・合板工場等へ
の直送が増加しており、平成30（2018）年の直送量は全体で、平成28（2016）年比７％増の
1,134万㎥となっている。このうち、原木市売市場のコーディネートにより、市場の土場
を経由せず、伐採現場や中間土場から直接製材工場等に出荷する直送は、85万㎥から175
万㎥まで2.1倍に増加している（資料 特２－23）。平成30（2018）年の国産材の流通全体に占
める直送率は40％であるが、林野庁は、この直送率を令和５（2023）年度までに51％とする
ことを目標としている。
（林産複合型経営の拡大）

川中の木材市場や製材工場等が原木を安定的に確保するため林業へ参入するなど、林産
複合型経営の動きが広がりつつある。この
ような動きは、事業を安定的に展開してい
くためには、我が国の森林資源を適切に保
続していくことが欠かせないという意識の
高まりによるものと考えられ、林業経営体
が減少する中、長期にわたり持続的な林業
経営を担う主体の一つとして期待される。
また、木材加工やその先のマーケットを見
据えた計画的な伐採や効率的な流通にもつ
ながっている。

例えば、秋田プライウッド株式会社（秋
田県秋田市）は、持続可能な森林経営を目
指し、素材生産から国産材合板の製造まで
を一貫して行っている。平成15（2003）年
に秋田県鳥

ちょう
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かい

山麓に約280haの森林を取得
し、その後も県内の森林を取得し、令和３

＊62 木材市売市場については、第Ⅲ章第３節（２）155-156ページを参照。

素材生産者から製材工場等
への直送量の推移

資料 特２－23
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注１： 「原木市売市場」は、木材市売市場の値。木材市
売市場から製材・合単板工場（競り売り以外）に
ついては、平成28（2016）年から調査項目に追加。

　２： 木材チップ工場及びLVL工場については、平成
23（2011）年より調査対象に追加。

資料：農林水産省「木材流通構造調査報告書」
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（2021）年12月現在、約730haの森林を所有している。また、平成24（2012）年には森林事業
部を創設し、社有林管理に加え、立木の買受けや長期森林経営の受託等、山林の管理に関
する様々な業務を請け負っている。さらに、令和３（2021）年には14万本のコンテナ苗を生
産している（資料 特２－24）。

また、ヒノキの製材やプレカット加工を行う院庄林業株式会社（岡山県津
つ

山
やま

市）は、平成
26（2014）年に原木価格が高騰したことをきっかけに、自社で安定して原木を調達するた

）1202（３和令、け設を班業作う行を産生材素はに年）6102（82成平。たし始開を入購木立め
年にはヒノキの原木消費量９万㎥弱の約２割に当たる1.7万㎥の生産を行っている。立木
伐採から製造まで一貫して行うことで、工程の無駄を省き、品質の向上と安定供給に取り
組んでいる。

川上側の森林組合が製材事業等に取り組む例もみられる。佐
さ

伯
いき

広域森林組合（大分県佐
伯市）は、年間原木消費量10万㎥を超える製材工場を保有し、平成29（2017）年度からは木
造軸組住宅の大型パネルの生産にも取り組んでいる。地域の工務店から直接受注し、設計
段階から建築に必要な部材の明細を把握す
ることができるメリットを活用し、今後、
更に需要に基づく計画的な素材生産につな
げることを目指している。
（木材製品の流通におけるプレカット工場
の役割の拡大）

製材工場からの木材製品の出荷先として
は、約半数は木材市売市場や木材販売業
者等となっており、平成13（2001）年から、
この割合に大きな変化はない。一方で、プ
レカット率の上昇に伴い、建築業者の割合
が減少し、プレカット工場の割合が増加傾
向にある。また、集成材工場等の他の工場
への出荷割合も増加している（資料 特２－
25）。

一方、合板工場からの出荷先としては、
統計年によりばらつきが大きいが、木材販
売業者等の割合が６～８割と大きい＊63。

大工技能者が減少する中、工期短縮、コ
スト削減の要求等から、木造軸組構法にお
けるプレカット率は年々上昇し、令和２

（2020）年には約93％となっている（資料 特
２－26）。構造部材以外の羽柄材等の部材
をプレカットした割合も向上しており（資
料 特２－27）、プレカット工場を経由して、
建築現場に届けられる木材製品の割合が高

＊63 農林水産省「木材流通構造調査報告書」

秋田プライウッド株式会社による苗木生産
（写真提供：秋田プライウッド株式会社）

林産複合型経営の取組例資料 特２－24

製材品の出荷先別割合の
推移

資料 特２－25
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注１：製材工場からの出荷量における割合。
　２：「木材市売市場等」は木材市売市場及び木材セ

ンター。「木材販売業者等」は木材販売業者及
び総合商社。




